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③ 初 等 中 等 教 育 に お け る 、 個 性 と 創 造 性 の

lD 　 中 央 教 育 審 議 会 答 申 「新 し い 時 代 に 対 応 す る 教 育 の 緒 制 度 の 改 革 に つ い
て J （3 ．4 ．1 9 ）
・高 校 教 育 の 改 革 に つ い て 、 生 徒 や 社 会 の 変 化 に 柔 軟 に 対 応 し 、 生 徒 の 個
性 の 伸 長 や 学 習 に お け る 選 択 の 幅 の 拡 大 な ど の 施 策 。

・受 験 競 争 を 緩 和 す る た め の 今 後 の 方 策 。
・生 涯 学 習 社 会 の 実 現 に 努 め る た め 、 生 涯 学 習 社 会 に お い て 学 校 が 果 た す
役 割 や 、 学 習 の 成 果 を 適 切 に 評 価 す る 方 策 を 提 言 。

○　 学 習 指 導 要 領 改 訂
伸 長 、 社 会 の 変 化 に 対 応 で き－る 能 力 の 育 平 成 元 年 3 月 に 、 個 性 と 創 造 性 の 伸 長 を 図 る と と も に 、 社 会 の 変 化 に 対
成 の 重 視 、 自 然 や 社 会 と の ふ れ あ い の 機 応 で き る 能 力 の 育 成 を 図 る 観 点 か ら 、 国 の 教 育 課 程 の 基 準 で あ る 学 習 指 導
会 の 拡 充

③ 高 等 教 育 に お け る 、 大 学 ・短 大 等 の 整 備

要 領 を 改 訂 。 平 成 元 年 度 か ら の 移 行 措 置 を 経 て 、 幼 稚 園 に つ い て は 平 成 2
年 度 か ら 実 施 、 小 ・．中 ・高 等 学 校 に つ い て は 平 成 4 年 度 か ら 順 次 実 施 。

○　 平 成 3 年 2 月 に 大 学 審 議 会 か ら r大 学 教 育 の 改 善 に つ い て 」 、 r学 位 制
充 実 等 度 の 見 直 し 及 び 大 学 院 の 評 価 に つ い て J 、 r 学 位 授 与 機 関 の 創 設 に つ い

て J 、 r短 期 大 学 教 育 の 改 善 に つ い て 」 、 r 高 等 専 門 学 校 教 育 の 改 善 に つ
い て J 答 申 。 高 等 教 育 制 度 全 般 に わ た っ て 多 岐 に わ た る 改 革 を 提 言 。

○　 学 校 教 育 法 等 の 改 正 （3 ．7 ．1 施 行 ）
短 期 大 学 及 び 高 等 専 門 学 校 の 卒 業 者 へ の 準 学 士 の 称 号 の 付 与 、 高 等 専 門

学 校 の 分 野 の 拡 木 、 専 攻 科 制 度 の 創 設 等 。

○　 国 立 学 校 設 置 法 及 び 学 校 教 育 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （3 ．7 ．1 施 行 ）

授警謡 詣 最豊詣 忘蒜完 等監 浣 謂 製 品 詣 墓誌 ．遠望
学 位 を 授 与 。

○　 平 成 3 年 5 月 ．に 大 学 審 議 会 か ら 「大 学 設 置 基 準 等 及 び 学 位 規 則 の 改 正 に
つ い て 」．答 申 。 同 答 申 を 受 け て 、 大 学 設 置 基 準 等 の 緒 基 準 が 改 正 さ れ 、 大
綱 化 二°、簡 素 化 を 実 現 。 （3 ．7 ．1 ，施 行 ）

○　 大 学 審 議 会 答 申 「平 成 5 年 度 以 降 の 高 等 教 育 の 計 画 的 整 備 に つ い て 」
（3 ．5 ．1 7 ）
1 8 才 人 口 の 急 減 期 に 当 た る 平 成 5 年 度 以 降 の 高 等 教 育 の 質 的 ・畳 的 な 整

僻 の 基 本 的 な 在 り方 を ま と め た 高 等 教 育 計 画 を 策 定 。
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④ 生 涯 学 習 の 環 境 整 備 及 び 芸 術 文 化 の 振 興

○　 大 学 院 大 学 の 設 置
・大 学 共 同 利 用 機 関 と の 緊 密 な 連 係 、’協 力 に よ り 、 各 機 関 の 優 れ た 研 究 機
能 を 活 用 し て 高 度 の か つ 国 際 的 に も開 か れ た 大 学 院 教 育 を 行 う 独 立 大 学
院 と して 、 総 合 研 究 大 学 院 大 学 を 創 設 。 （6 3 ．10 ）

・情 報 科 学 、 材 料 科 学 及 び バ イ オ サ イ エ ン ス の 分 野 に 係 る 基 礎 研 究 を 推 進
す る と と も に 、 高 度 の 研 究 者 、 技 術 者 の 養 成 ・再 教 育 を 行 うた め 、 北 陸
先 端 科 学 技 術 大 学 院 大 学 （2 ．10 設 置 ） 及 び 奈 良 先 端 科 学 技 術 大 学 院 大 学
（3．1 0設 置 ） を 創 設 。

○　 昭 和 6 3年 1 2月 に 大 学 審 議 会 か ら、 博 士 採 程 の 目 的 の 改 正 、 大 学 院 入 学 資
格 ・修 了 年 限 の 弾 力 化 、 独 立 大 学 院 の 組 織 編 成 等 に 係 る 基 準 の 制 定 、 大 学
院 教 員 の 資 格 の 改 正 、 夜 間 修 士 課 程 の 設 置 、 等 を 含 む 「大 学 院 制 度 の 弾 力
化 に つ い て 」 答 申 。 同 答 申 を 受 け て 、 大 学 院 設 置 基 準 等 を 改 正 （元 年 9
月 ）

○ ‾・大 学 審 議 会 答 申 「大 学 院 の 整 備 充 実 に つ い て J （3 ．5．17）
大 学 院 の 教 育 研 究 組 織 の 整 備 、 大 学 院 学 生 の 処 遇 の 改 善 、 留 学 生 の 教 育

体 制 の 整 備 、 大 学 院 の 畳 的 整 備 及 び 財 政 措 置 の 充 実 等 を 提 言 。

○　 育 英 奨 学 事 業 の 充 実
奨 学 金 貸 与 月 額 の 増 額 及 び 貸 与 人 員 の 増 員 。

平 成 3 年 度　 高 校 ・→ 10 0 0 円 の 増 額
大 学 ・大 学 院 → 3 0 0 0 円 の 増 額
専 修 学 校 －→ 15 0 人 の 増 員

○　 平 成 2 年 度 大 学 入 学 者 選 抜 か ら 国 公 私 立 を 通 じ た 大 学 入 試 セ ン タ ー 試 験
を 実 施

、○　 生 涯 学 習 フ 革 ス テ イバ ル の 開 催
等 生 涯 学 習 活 動 を 全 国 的 規 模 で 実 践 す る 場 を 提 供 す る こ と 等 に よ り 、 国 民

一 人 一 人 の 生 涯 学 習 活 動 へ の 参 加 意 欲 を 促 進 し 、 今 後 の 学 習 活 動 の 進 展 に
資 す る た め 、 平 成 元 年 か ら開 催 。

● ●
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○　 放 送 大 学 の 整 備 充 実
放 送 大 学 の 現 在 の 放 送 対 象 地 域 で あ る 関 東 地 域 を 除 い た 電 披 の 届 か な い

地 域 に お い て ビ デ オ 、‘ ォ ー デ ィ オ テ ー プ を 視 聴 し て 放 送 大 学 教 育 を 行 う ビ
デ オ 学 習 セ ン タ ー を 平 成 2 年 度 に 4 地 区 （北 海 道 、 広 島 、 福 岡 、 沖 縄 ） 、
3 年 度 に 6 地 区 （宮 城 、 石 川 、 岐 阜 、 大 阪 、 香 川 、 熊 本 ） に そ れ ぞ れ 設
置 。

○ リ カ レ ン ト 教 育 推 進 事 業 の 実 施 （ 3 年 度 ～ ）
産 業 構 造 や 就 業 構 造 等 由 急 激 な 変 化 や 急 速 な 技 術 革 新 に 対 応 す る 高 度 で 実
践 的 な 学 習 機 会 の 提 供 を 推 進 。

○　 芸 術 文 化 振 興 基 金 の 創 設 （2 ．3 ．3 0 ）

国 立 劇 場 法 の 改 正 及 び 平 成 元 年 度 補 正 予 算 に よ る 政 府 出 資 金 5 0 0 債 円 と
1 0 0 億 円 を 目 途 と す る 民 間 拠 出 金 に よ っ て 、 芸 術 文 化 振 興 基 金 を 創 設 し 、
広 く 国 民 が 芸 術 文 化 に 親 し み 、 自 ら の 手 で 新 し い 芸 術 文 化 を 創 造 し て い け
る 環 境 の 醸 成 と 基 盤 の 強 化 を 図 る た め 、 多 様 な 分 野 の 芸 術 文 化 活 動 に 対 し 一
て 幅 広 く 助 成 。

○　 第 二 国 立 劇 場 （仮 称 ） ‘の 整 備 促 進

オ ペ ラ 、 バ レ 皐 、 ミ ュ ー ジ カ ル 、 現 代 舞 踏 、 現 代 演 劇 等 の 現 代 舞 台 芸 術
の 殿 堂 と な る 第 二 国 立 劇 場 （仮 称 ） の 建 設 の 椎 過 。

○　 地 域 文 化 振 興 特 別 推 進 事 業 の 実 施 （ 2 年 ～ ）
地 蜘 こ お け る 特 色 あ る 文 化 活 動 の 展 開 及 び 文 化 の ま ち づ く り を 促 進 す る

た め 、 ．地 方 公 共 団 体 等 と 協 力 し て 、 地 域 文 化 振 興 モ デ ル と な る 特 定 地 域 に
お け る 文 化 団 体 等 の 行 う 個 性 豊 か な 文 化 活 動 の 水 準 向 上 と そ の 定 着 化 を 促
過 。

○ ・保 健 体 育 審 議 会 答 申 「2 1 世 紀 に 向 け た ス ・ボ ー ッ の 振 興 方 策 に つ い て 」
（元 ． 1 1 ．2 1 ）

ス ポ ー ツ 施 設 の 整 備 拡 充 や 生 涯 ス ポ ー ツ 、 兢 技 え ボ ー ッ 及 び 学 校 体 育 の
各 方 面 に わ た る ス ポ ー ツ の 振 興 の た め の 緒 事 業 の 充 実 等 に つ き 提 言 。

○　 ス ポ ー ツ 振 興 基 金 の 創 設 （2 ． 1 2 ．2 7 ）
我 が 国 ス ポ ー ツ の 競 技 水 準 の 向 上 と 国 民 ゐ ス ポ ー ツ の 裾 野 を 拡 大 す る た

め の 諸 活 動 に 援 助 を 行 う た め 、 平 成 2 年 度 補 正 予 算 に お い て ス ポ ー ツ 振 興
基 金 を 創 設 。
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・（2）科学技術の振興等と資

⑤教育の各分野における国際社会との調 ○　 国際理解教育の推進 ．
和、国際理解と協力の促進等

①創造的研究開発の推進のための研究開発

・国際理解のための活動に関する調査研究校 ・研究団体指定制度の創設。
（63．12．14）

・国際理解推進指導者講習会の実施 （3 年度～）。

○　 海外留学の促進
海外留学情報の収集及び留学斡旋に関するガイ ドラインの策定等、海外

留学情報システムを形成するとともに、留学相談体制を整備。

0 ．国民文化国際交流事業
国民文化祭と全国高等学校総合文化祭を軸として、発展途上国と文化団

体等の招へい ・派遣及びE C 諸国の文化団体等の招へいを実施。

○　 産業技術開発の推進等のため、新エネルギー ・産業技術総合開発機構を
源 ・エネルギー基盤の
整備．

環境の整備

l

lIノ

設立 （63．10．1 ）

○　 国立大学共同利用機関として国立天文台を設置 （63．7．1）

○　 科学技術会議答申 「科学技術振興基盤の整備に関する基本方針につい
て」 （元．12．5 ）
科学技術情報、機器 ・設備等の科学技術振興基盤につき、基礎的 ・先導

的研究を重点とし、国際性、利便性を重視 した整備を行うよう提言。

○　 理化学研究所に、若手研究者が主体的に研究できる場を設けることによ
り創造的 ・基礎的研究を推進する 「基礎科学特別研究員制度」の開始 （元
．10．1 ）

○　 国立試験研究械関に創造的な若手研究者を受け入れることにより、国立
研究機閲における基礎研究を掩適する科学技術特別研究員制度号開始 （2．
10．1）

○　 ライフサイエンス研究の振興を図るため、組み換えD N A 技術等の遺伝
子科学技術研究に関わる研修事業を開始 （2 年度）
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③ 大 学 等 に お け る 、 全 国 的 な 学 術 情 報 シ ス

○　 最 高 性 能 の 大 型 放 射 施 設 （S p r i n g －8 ） の 建 設
物 質 ・ 材 料 系 科 学 技 術 、 ラ イ フ サ イ エ ン ス 、 医 学 等 広 範 な 科 学 技 術 分 野

に お け る 利 用 が 期 待 さ れ 、 広 く 産 学 官 及 び 海 外 の 研 究 者 に 共 同 利 用 施 設 と
し て 開 放 さ れ る 世 界 最 大 、 頗 高 性 能 の 大 型 放 射 施 設 （S p l・i n g －8 ） の 建 設 に
着 手 。 く 2 年 度 ）

○　 学 術 審 議 会 学 術 情 報 資 料 分 科 会 学 術 情 報 部 会 報 告 r 学 術 情 報 流 通 の 拡 大
テ ム の 整 備 及 び 独 創 的 ・ 先 端 的 な 基 礎 研 に つ い て 」 （2 ， 1 ．3 0 ））
究 の 推 進

●

③ 青 少 年 の 科 学 技 術 に つ い て の 才 能 を 伸 ば

学 術 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク の 整 備 、 キ ャ ン パ ス 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク の 整 備 、 デ
一 夕 ベ ー ス 作 成 ・ 提 供 の 充 実 、 大 学 図 書 館 間 接 等 サ ー ビ ス シ ス テ ム の 碓
立 、 電 子 図 書 館 シ ス テ ム の 開 発 ・ 導 入 を 提 言 。

0 ． 北 陸 先 端 科 学 技 術 大 学 院 大 学 及 び 奈 良 先 端 科 学 技 術 大 学 院 大 学 の 設 置
情 報 科 学 、 材 料 科 学 及 び バ イ オ サ イ エ ン ス の 分 野 に 係 る 基 礎 研 究 を 推 進

す る と と も に 、 高 度 の 研 究 者 、 技 術 者 の 養 成 、 再 教 育 を 行 う た め 、 北 陸 先
端 科 学 技 術 大 学 院 大 学 （2 ． 1 0 設 置 ） 、 及 び 奈 良 先 端 科 学 技 術 大 学 院 大 学

（3 ． 1 0 設 置 ） を 創 設 。

○　 学 習 指 導 要 領 改 訂
す た め 学 校 教 育 の 充 実

④ エ ネ ル ギ ー 需 給 基 盤 の 整 備

平 成 元 年 3 月 に 、 個 性 と 創 造 性 の 伸 長 を 図 る と と も に 、 社 会 の 変 化 に 対
応 で き る 能 力 の 育 成 を 図 る －と の 観 点 か ら 、 国 の 教 育 課 程 の 基 準 で あ る 学 習
指 導 要 領 を 改 訂 。 数 学 や 理 科 に お い て は 、・生 徒 の 能 力 ・ 適 性 、 興 味 ・ 関 心
に 応 じ て 多 様 な 科 目 を 設 置 す る と も に 、 観 察 、 実 験 を 一 層 重 視 し 、 論 理
的 、、科 学 的 な 思 考 力 の 育 成 。

○　 エ ネ ル ギ ー 環 境 変 化 対 応 投 蛮 促 進 税 制 の 創 設 （平 成 2 年 度 税 制 改 正 ）

エ ネ ル ギ ー ゼ キ ュ リ テ ィ の 強 化 及 び 地 球 温 暖 化 問 題 へ の 積 極 的 な 貢 献 の
た め 、 革 ネ ル ギ ー 利 用 効 率 の 向 上 、 エ ネ ル ギ ー 供 給 構 造 の 強 靭 化 等 に 資 す
る 設 備 等 の 導 入 促 進 。

○　 総 合 エ ネ ル ギ ー 調 査 会 中 間 報 告 と り ま と め 。 （2 ．6 ．5 ）
エ ネ ル ギ ー 利 用 効 率 の 向 上 、 原 子 力 等 比 化 石 エ ネ ル ギ ー の 導 入 、 国 際 エ

ネ ル ギ ー 協 力 の 実 施 等 、 2 0 1 0 年 度 を 目 標 年 度 と す る 今 後 の エ ネ ル ギ ー 政 策
の あ り 方 の 提 言 及 び 長 期 エ ネ ル ギ ー の 見 通 し 。
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○　 右油代替エネルギーの供給冒標の開講決定。 （2．10．30 ）

r石油代替エネルギーの開発及び導入の促進 に関する法律」に基づ き、
2010年度を目標年度 とした石油代替エネルギーの供給目標を改定。

● ●
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Ⅴ．規制緩和の推進

1．経済成長の成果の国民
生活への活用・

′

①規制緩和の推進

①流通と物流の変革

② r大規模小売店舗法」の運用の適性化、

○　 規制緩和推進要綱 （63．12．13閣議決定）の着実な実施
①流通、②物流、③情報 ・通信、．④金融、⑤エネルギー、⑥農産物、⑦

ニュー ・ビジネス、その他等個別分野の規制緩和、規制緩和の推進体制等
に関する施策を着実に実施。

○・・．政府規制等と競争政策に関する研究会の開催
公正取引委員会は、競争政策の観点からの政府規制の見直しを進めるた

め上記研究会を開催し、（1物 流関連、（21消費者向け財 ・サービス供給、（3）
農業関連の3 分野について、政府規制の問題点及び改善の方向を検討し、
その結果を公表。 （元．2、元．10 ）

また、市塙メカニズムの機能を制限 している独占禁止法の適用除外制度
について必要最小限のものに限定すべきとの観点からその見直しを進める
ため、独占禁止法適用除外制度全般について問題点及び改善の方向を検討
し、その結果を公表。 （3．‘7 ） －

○　 たばこ小売販売業許可基準の緩和 （元．9）

○　 墟小売人指定基準の緩和 （元．9）

○　 薬事法の規制の緩和 （2．7．1 ）
医薬品一般販売業について、試験検査器具の必置品目を31品目から10品

目に削減する等、薬事法の規制の緩和を実施。

○　 産業構造審議会流通部会と中小企業政策審議会流通小委員会との合同会
弾力化 舐において

（9　 90年代における流通の基本方向について－90年代流通ビジョンのとり
まとめ （元．6．9）
大規模小売店舗法の運用の適性化の観点から、出店鞠整制度の趣旨、

手続等の統一と徹底等を提言。
②　 大店法改正並びに今後の小売商業対策のあり方について （中間答申）

のとりまとめ （2．12．21 ）
新たな出店調整処理スキームの実施等を提言。
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2．より開かれた市場の形

t

③酒類販売免許制度運営の透明性、公平性

○　 大規模小売店舗法の運用適性化措置の実施（2．5．30）
①出店調整処理期間の 1年半以内への短縮、②事前説明等出店調盤手続

の明確化、③閉店時刻 ・休業日数の届出不要基準め緩和等を内容とす る運
用適性化措置を実施。

○　 大規模小尭店舗法改正法及び輸入品専門売場特例法の制定（3．畠．24 公

布）
消費者利益への十分な配慮、手続の迅速化、明確性 ・透明性の確保、輸

入拡大の国際的養成への配慮のため、①大店舗による消費者、小売業者及
び学識経験者からの意見聴取の義務付け、②地方公共団体の独自規制の適
性化、③ 1 つの店舗内における 1．000山までの専門売り場について大店法
に基づ く調整を不要化等の措置を実施。

〇　 滴顆販売業免許等取扱要領等の改薗 （元．9」実施）

を一層確保する方向での運営のあり方の ①店舗面積が 1万d 以上の大型小売店舗に対する免許付与の円滑化。
見直し

④ トラック運送業の事業規制の見直 し、複

③一般酒販店の免許基準の簡素化、明確化。
（勤人口30万人以上の都市の主要駅周辺の距離基準の緩和。
④地元酒販組合からの意見聴取は回答期限を付し書面によることを義務付

け等。

○　 物流に関する規制緩和
合一貫輸送促進のための規制の見直し

（訪預金金利の自由化

① トラック運送業の需給調整規制の廃止、事業区分の見直し、運賃 ・料
金の届出制への移行等を内容とする 「貨物自動車運送事業法」を制定。
（2．12．1 施行）

②　 複合⊥寅輸送促進のため、総合的な運送取扱事業の制度を創設し、こ
れに伴い、運賃 ・料金を届出制と‘する等の規制緩和を行うことを内容と
する 「貨物運送取扱事業法」を制定。（2．12．1 施行）

○　 自由金利の大口定期預金について、最低預入単位の1．000 万円への引下
成 げによる大口預金金利自由化の完成（元．10）。なお、預入単位300 万円以

上の定期預金については、本年11月に自由化。

○　 小口M M C の導入 （元．6 ）、その預入単位の引下げ（100万円（2．4）50万
（3．4））及び期間の多様化（3か月以上3 年以下（2．11））。なお、最低預入

金頭制限については来年 6 月に撤廃される予定。

● ●
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事　　　　　 項 計　 画　 の　 概　 畢 ．推　　　　 準　　　　 状∴　　　 況 ‘

②外国金融機関、証券会社等のアクセスの ○　 東京証券取引所会員権の拡大
拡大

③金融制度の在り方の検討

④公正、透明かつ健全な証券市場の確保

6 2 年12月の第 2 次開放 （外国証券会社16杜を含む22杜に対し、会員栂
の付与を決定）に続き、2年 3 月の第 3 次開放で、更に外国証券会社 3 杜
を含む10杜に対 し会員植め付与を決定。

○　 外国証券会社のシ団幹事参入 （元．4）

○　 金融制度調査会答申 r相互銀行制度のあり方についてJ （63．6．9）
金融の自由化 ・・国際化等を踏まえ、希望する相互銀行の普通銀行への転

換を明示。

○　 金融制度調査会答申 「新しい金融制度についてJ （3．6．25）及び証券取引
‘審議会報告 r証券取引に係る基本的制度のあり方について」（3．6．19）

金融 ・資本市場における有効で適正な競争を促進することが適当との指
針を明示。

○　 臨時行政改革推進審議会答申 「証券 ・金融の不公正取引の基本的是正に
関する答申J （3．9．13）
証券市場の監視 ・適正化のための是正策として、

・新規参入等を通じた競争の促進、通達等の可能な限りの法令化等証券行
政の見直しと透明性の確保

・自主規制機関の機能の充実 ・強化
・市場ルールの遵守を行政が検査 ・監視する体制と仕組みの確立
・証券取引における自己費任の徹底等
を提書。

○　 改正証券取引法案が成立（3．時 3）
鰻失保証 ．・拐失補填の禁止、証券会社の取引一任勘定取引の禁止等を内

∵容とする改正証券取引法案が成立。

．
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事項 計画の概要 推進状況

Ⅵ．財政 ・金融政策の運営 ①財政再埠と内需拡大の両立

1

（丑　 予算について
1．財政運営 （1）平成元年度予算 （元 5．27 成立）

・歳出規模は、604．142 億円 （63年度当初比6．6 ％増）。
・公債依存度は、63年度当初予算15．6％から11．8％に低下。 （特例公憤
18，200億円減額）

・N T T 株売却収入活用分（12．300 億円）を含む一般公共事業巽は穐 607
億円。 （63年度当初比2．0 ％増）

（2）‘平成2年度予算 （2．6．7 成立）
・歳出規模は、662．368 億円．（元年度当初比9．6 ％増）。
・特例公債依存体質から脱却し、公憤依存度は、元年度当初予算11．8タ紬、
ら8．4 ％に低下。

・N T T 株売却収入活用分（12，300 億円）を含む一般公共事業貨は73．780
億円。 （元年度当初比0．2 附 曽）

（3「平成 3年度予算 （3．4．11成立）
・歳出規模は、7吼 474 億円。 （2年度当初比6．2 ％増）
・公債依存度は、2 年度当初予算8．4 ％から7．6 ％に低下。 （公値 2t502
億円減額）

・N T T 株売却収入活用分（12．300 億円）を含む一般公共串尭軌 ま77．51‘1
億円。 （2年度当初上略 0 ％増）

③　 中期的財政運営の在り方の検討 （2．3．1 ）
財政制度審議会において、当面5 か年程度を目途として、公債依存度を

引き下げること （5 ％を下回る水準を目処）等により、国債残高が累増し
ないような財政体質を作り上げる‘ことを目標とする r平成 2 年度特例公憤
依存体質脱却後の中期的財政運営の在り方についての報告j‘を取りまと
め。

③　 行財政改革の推進について （63．10．25）
行財政改革を一層推進するための基本的考え方及び具体的方法を示した
「行財政改革の推進にっいて」を国会に提出。

④　 国と地方の関係等に関する改革推進要綱 （元．12．29）
中長期的にみて、財政の健全性を確保し、国民負担率の増大を抑制する

ため、国と同様、地方財政についても、適度の経済成長率が維持されてい
ることを前提に、地方財政計画の歳出規模の伸び率は名目成長率以下とす
ることを原則とする、車の方針を閣議決定。

● ●
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事項 計画の概要 ．推進状況

2．税制改革

3．金融政策

ノ

①税制改革‘‾

l

（9 金融政策の機動的運営

0 ．・税制改革関連 6法稟成立 （63．12．24）
国民の税に対する不公平感を払拭するとともに、所得、消費、資産等の

問で均衡がとれた税体系を構築するため、
・所得税、住民税、相続税、法人税の負担の軽減 ・合理化
・有価証券譲渡益の原則課税等による負担の公平の確保
・既存間接税の廃止等と消費に広く蒔 く負担を求める消巽税の創設

を柱とした税制改革を実施。

○　 税制調査会に実施状況フォローアップ小委員会を設置 （元．6．28）
し、消費税を初めとする先般の税制改革全般につき、その実施状況をフォ
ローアップ。

○　 消費税法の一部を改正する法律案の成立（3．5．8）
議員立法により、非課税範囲の見直し、簡易課税制度の見直し等を内容

とする同法案が成立。

○　 金融政策の適切かつ機動的な運営を確保すべ く公定歩合を操作。

2．5％→ 3．25 ％→ 3．75 ％⊥ナ4．25 ％→ 5．25 ％→ 6．0％→ 5．5％
（元．5．31）（元．10．11）（元．12．25）（2．3．20）（2．8．30）（3．7．1）

○　 機動的な金融調節手段を拡充するため、以下のオペレーションを開始
・手形市場たおける期間1 か月未満の手形オペ開始（63．11）、入札方式に
よる手形オペ開始。 （3．1 ）

・C P オペ開始。 （元．5）
・T B オペ開始。 （2．1 ）

ヽ




